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のペット・ペット用品小売業の事業所数は 5,257 店で，2002 年の 5,861 店に比べて 10.3%
減少，ペット・ペット用品小売業の年間販売額をみると，2007 年は 332,960 百万円で，






















　2）経済産業省経済産業政策局調査統計部「平成 19 年商業統計表　業態別統計編（小売業）」（平成 21 年 2
月 27 日公表・掲載）第 6 表「産業分類細分類別，業態別の事業所数，従業者数，年間商品販売額及び売
場面積」および経済産業省「産業細分類別（産業 4 桁分類）（昭和 47 年～平成 19 年）」（平成 21 年 4 月
22 日更新）より。




























等を多くの資料に基づき述べている。『愛犬の友』（2007 年 1 月号，pp.54-65）では，先史
　4）P&L ジャパン株式会社代表取締役・大友弘志氏へのインタビュー調査（2009 年 9 月 2 日）より。なお，























　5）中田（2000）が提示した 4つの段階は，以下のとおりである。第 1段階：脅威（戦後～ 1950 年代）（「犬
は番犬という道具としての脅威を与えることが期待される」），第 2段階：外見（1960 年代～ 1970 年代）
（「ペットには外面的なかわいらしさが求められていた」），第 3段階：弱者（1980 年代～ 1990 年代前半）
（「ペットは庇護される存在として常に弱者であることを求められたのは，家族の一員として永遠の子ど
もになるためであった」），第 4 段階：死（1990 年代後半～）（「ペットの存在意義は「死」にある。ペッ
トの死は人間の生の糧となりうる」）
　6）例えば，『週刊東洋経済』2003 年 3 月 15 日号，『月刊レジャー産業資料』2005 年 5 月号，『エコノミスト』
2008 年 5 月 6 日号等。
　7）金融財政事情研究会編（2008）『第 11 次業種別審査事典』第 6 巻の「不動産・住宅関連・ペット・飲
食店分野」に所収されている「6ペット・動物関連」を参照。






























プジャーナル（以下，『PJ』）』各号，中央環境審議会動物愛護部会議事録および配布資料（第 1回～第 26 回），
『月刊レジャー産業資料』（2000 年 5 月号，pp.49-89；2005 年 5 月号，pp.75-108），綜合ユニコム（2002），『週
刊ダイヤモンド』（2004 年 5 月 29 日，pp.80-84），『ダイヤモンド・ホームセンター』（2005 年 4 月・5月号，
pp.47-73；2008 年 6 月・7月号，pp.31-57），嘉屋（2006），『Financial Forum』（2006 年 Aut.，pp.32-34），『エ
コノミスト』（2008 年 5 月 6 日号，pp.88-99），等がある。
　10）仕入先として輸入もあるが，本稿では除外する。



























































の入手方法としては有償と無償に 2 分されていたと考えられる。なお，1960 年に初の国
産ペットフード「Vita-One」が発売されたが，ドッグフードの販売がビジネスとして成り
立ち始めたのは 1965 年以降である。






























　15）大友氏，2009 年 9 月 2 日インタビューより。
　16）東京畜犬事件に関しては福本（1999）が詳しい。
　17）同社のビジネス・システムは，まず，契約者が保証金を支払い，メスの子犬を同社から預かり飼育する。
そして，そのメス犬が子犬を生むと，生まれた子犬を同社が 1 頭につき 12.5% の飼育料を支払って買い
取るという仕組みである。20 頭出荷すれば最初に支払った保証金は全額返還されるとのふれこみで犬を
販売していたが，出産した子犬の数が 1 回 5 頭以上の場合は 1 頭，7 頭以上の場合は 2 頭を交配料とし
て同社に無償で供与するため，実際には 25 頭以上生ませなければならず，事実上，保証金は返金されな
い仕組みであった（『愛犬の友』2007 年 1 月号，p.60）。



































































　20）大友氏，2009 年 9 月 2 日インタビューより。
　21）大友氏は，ある大手ペットショップが大型専門店化したことを，「名古屋に買いに行って，自分で売る
ものを用意できたから大きくなれた。自分のブリーダーだけではそれは無理でしたね」と述べている（2009
年 9 月 2 日インタビューより）。



















　犬の飼育動向に関しては，1980 年代後半から 1990 年代半ばにかけてはシベリアン・ハ
スキーやゴールデン・レトリーバー等の大型犬種にも人気が集まるが，90 年代後半には「外
見がユニークで猟犬の活発さがあり，色や毛質が豊富な」（『愛犬の友』2007 年 1 月号，p.65）
ダックスフントが人気となり，現在も人気がある犬種の一つである。











































刊レジャー産業資料』2005 年 5 月号，p.95）。
　26）動物検疫所ホームページ「ペットの輸出入」内にある「犬・猫を輸入するには」より。











要請を受け 2005 年 1 月に「全国ペットオークション連絡協議会（Pet Auction Renraku 
Kyogikai）」（現「全国ペットパーク流通協議会」，以下，PARK）が設立されている 30）。
ZPK および PARK の設立により，これまでの規制を中心とした問題解決から動物取扱業
者を主体とした問題解決へと変化し，彼らによる産業の適正な発展に向けた活動が活発化
している 31）。
　附則・附帯決議に基づき，施行 5 年後を目途に法律の見直しが行われ，2005 年に動物
愛護管理法が改正，2006 年に施行された。この背景には，動物取扱業者への規制を導入
したにもかかわらず，生体取引に関するトラブルや不適切（劣悪）な飼養が依然として発
　27）中央環境審議会動物愛護部会議事要旨および議事録（第 1回（2001 年 3 月 19 日）～第 26 回（2010 年
7 月 15 日））を参照。http://www.env.go.jp/council/14animal/yoshi14.html（アクセス日：2011 年 7 月
15 日）
　28）2009 年 9 月 1 日の一般社団化に伴い，現在の正式名称は「一般社団法人　全国ペット協会（Zenkoku 


















































　35）『日本経済新聞』2011 年 2 月 26 日夕刊より。
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齢は 47.9 日（環境省，2003）で，現在，多くのペットショップでは生後 45 日前後の生体
を販売している（福岡，2007，p.122）。この背景には，生後 45 日が日本の子犬の需要の
限界であり，これを超えると急激に需要が低下するという現状がある 39）。2005 年の ZPK
の調査によると，オークションでの子犬の出荷日は 8週齢以上が全体の 5％であり（『PJ』









会長・米山氏へのインタビュー（2009 年 5 月 14 日），同キャンペーンのパンフレットおよび『読売新聞』
2008 年 1 月 18 日を参照している。
　37）動物法務協議会の事務局・伊藤浩氏は，「ネット販売も移動販売も，販売形態としてあってもいいが，
現物を必ず見せる，特定の販売場所を持つなど，一定の規制が必要ではないか」と述べている（2008 年
1 月 18 日読売新聞）。
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